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1. はじめに

国際的な知財保護戦略を進める民間団体と言うと、あ

なたは何を連想するだろうか。おそらく、欧米諸国、と

くに米国の団体を思い浮かべる人が多いのではないだろ

うか。

確かに、模倣品・海賊版問題においてメディアに派手

に登場している有力民間団体には、R I A A（音楽）や

B S A（コンピュータ・ビジネスソフトウエア）といっ

た、欧米に本部のあるところが多い。

しかし我が国民間は、その産み出すプロダクツが世界

一流レベルに達して久しいのと同様に、国際的な知的財

産権の保護に向けた取り組みにおいても、いくつかの点

では欧米に追いつき、それを凌駕しつつある。

その一つのあらわれである、国際知的財産保護フォー

ラム（英称 I I P P F：International Intellectual

Property Protection Forum。）について、本記事では

ご紹介したい。

国際知的財産保護フォーラム（以下、「フォーラム」。）

は平成1 4年4月1 6日に設立された新しい団体であり、

まだその名に親しんでいない方も多いと思われる。しか

しフォーラムは、自動車、エレクトロニクスといったメ

ーカーから、コンピューターソフトウエア、映像などの

コンテンツ産業、さらにいわゆるブランド品やキャラク

ター商品産業までの幅広い産業を包含し、それら多岐に

のぼる業界団体・企業のみならず、各種の経済団体や知

的財産専門団体をメンバーに有し、かつ知的財産保護に

関与する政府の関連部局と密接に連携して活動している

大規模な民間組織である。このように業界の垣根を超え

て幅広く民間が参集し、政府とも共同行動を行っている

という団体は、世界的にもあまりない。筆者の経験から

見て、この種の問題専門の団体としては、おそらく世界

的にも最大規模のものである。

本記事では、そのフォーラムの組織・運営の状況や、

これまでの主な活動などについて紹介していきたい。

なお、本記事の文責は筆者にあり、フォーラムメンバ

ーやその事務局（（社）発明協会）、または経済産業省そ

の他の関連諸官庁の見解を代表するものではないこと

を、最初にお断りしておく。

2. 組織・運営上の特色

2－1. メンバー構成

フォーラムの規模及びその性格を実感するためには、

まずそのメンバー構成を一望していただくのが一番分か

りやすい。

平成1 6年1 1月末日時点のメンバーは次頁の表1のと

おりである。発足時、前身となる団体も存在せず、文

字通りゼロからの出発であった。にもかかわらず、そ

のとき既にメンバー数は1 4 0を超え、さらに現在では

1 6 9もの団体・企業が加盟するまでに成長している。

特別な勧誘活動を行っていないのにも関わらずメンバ

ー数は増える一方であり、一度も減少傾向をみたこと

がないのである。

このメンバー一覧を見て気づかれた方もおられると思
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うが、フォーラムのメンバー構成におけるいくつかの特

徴点について述べたい。

1）メンバーの多様性

冒頭にも述べたように、いわゆるメーカー系からコン

テンツ系まで広い範囲の産業団体・企業が集まっている

だけでなく、知的財産協会、弁理士会などの総合的な知

財関連団体、また日本商工会議所など経済団体、さらに

日中経済協会、日本貿易振興機構など国際的に拠点を展

開している団体が参加している。知的財産保護のために

ここまで多様なメンバーが結集した団体は、世界的にみ

ても希有である。

また、いわゆる外資系も、重要なメンバーとして活躍

している。欧米に本部を置く反模倣品・海賊版関連の諸

表1：メンバー一覧

事務局 発明協会

協力団体 日中経済協会、日本経済団体連合会、日本商工会議所、日本知的財産協会、日本弁理士会、

日本貿易振興機構

【計 6団体（五十音順）】

参加団体及び企業 団体：

エンジニアリング振興協会、遠赤外線協会、カメラ映像機器工業会、軽金属製品協会、国際公正

取引推進協会、国際デザイン交流協会、コンテンツ海外流通促進機構、コンピュータソフトウェ

ア著作権協会、情報通信ネットワーク産業協会、食品産業センター、生活用品振興センター、生

分解性プラスチック研究会、全国陶磁器意匠保護協議会、全国優良石材店の会、全日本ブラシ工

業協同組合、全日本プラスチック製品工業連合会、全日本文具協会、全日本ベッド工業会、対日

貿易投資交流促進協会、電子情報技術産業協会、電池工業会、ドアクローザ工業会、特殊鋼倶楽

部、日本アミューズメントマシン工業協会、日本印刷産業連合会、日本衛生設備機器工業会、日

本オフィス家具協会、日本音楽著作権協会、日本化学繊維協会、日本金型工業会、日本鞄協会、

日本玩具協会、日本関税協会知的財産情報センター、日本機械輸出組合、日本強靱鋳鉄協会、日

本化粧品工業連合会、日本建設機械工業会、日本ゴム履物協会、日本産業機械工業会、日本産業

デザイン振興会、日本自動車工業会、日本自動車部品協会、日本自動車部品工業会、日本ジュエ

リー協会、日本商標協会、日本照明器具工業会、日本スポーツ用品工業協会、日本製薬工業協会、

日本石材産業協会、日本繊維輸出組合、日本鍛圧機械工業会、日本釣用品工業会、日本デザイン

事業協同組合、日本デザイン保護協会、日本電機工業会、日本電気制御機器工業会、日本電球工

業会、日本陶磁器意匠センター、日本時計協会、日本農業機械工業会、日本舶用工業会、日本バ

ルブ工業会、日本ファインセラミックス協会、日本分析機器工業会、日本ベアリング工業会、日

本縫製機械工業会、日本包装機械工業会、日本ロボット工業会、ビジネス機械・情報システム産

業協会、ビジネス・ソフトウェア・アライアンス、ユニオン・デ・ファブリカン

【計 71団体（五十音順）】

企業：

旭化成、石川島建機、石川島播磨重工業、イトーキ、イトーキクレビオ、INAX、インターロック、

荏原製作所、L V M H モエ　ヘネシー・ルイヴィトン・ジャポン、エルメス　ジャポン、王子製

紙、オーバル、岡村製作所、オムロン、オリンパス、カシオ計算機、カネボウ、キヤノン、恊和

工業、銀峯陶器、金門製作所、コーセー、コクヨ、壽、コニカミノルタテクノロジー、コベルコ

建機、小松製作所、サクラクレパス、三共生興、三洋電機、ジーエス・ユアサ コーポレーション、

シスメックス、資生堂、シック・ジャパン、シヤチハタ、シャネル、J U K I、新光電子、新日本製

鐵、スズキ、住友化学工業、住友重機械工業、セイコーエプソン、ゼブラ、ソニー・コンピュー

タエンターテインメント、ダイキン工業、大建工業、タニタ、寺西化学工業、東芝、東陶機器、

東レ、トヨタ自動車、トンボ鉛筆、ナイキ、鳴海製陶、日本曹達、日本たばこ産業、本電気、ノ

リタケカンパニーリミテド、パイロットコーポレーション、パラマウントベッド、バンダイ、日

立化成工業、日立金属、日立建機、日立製作所、富士ゼロックス、富士通、富士琺瑯工業、ブラ

ザー工業、ブリヂストン、ブリヂストンスポーツ、ぺんてる、ポーラ化粧品本舗、本田技研工業、

マイクロソフト、マックスファクター、松崎、松下電器産業、松下電工、ミズノ、三菱鉛筆、三

菱電機、ユニ・チャーム、吉田、ライオン、リコー、リンナイ、ワールドケミカル、YKK

【計 91社（五十音順）】
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団体でもその多くに日本企業も加盟しているようにこの

世界でもグローバル化は常識であるが、それ以上に、フ

ォーラムは狭い意味での日本企業の権益のアジテータで

はないことを強調しておきたい。とくにフォーラム活動

に積極的に参画している我が国の著名企業の方々自身

が、不正商品から各国の消費者の利益・安全を守ること

こそがフォーラム活動の目標であるべきという信条を強

く抱いているのである。

2）メンバーシップのフレキシビリティ

例えば日本自動車工業会と本田技研工業というよう

に、業界団体と、その参加企業の一部が独立して加盟し

ているのが見られるように、加盟資格に関しては形式的

要件に囚われることなく実質を重視している。

逆に表1に載っていなくても、メンバーである業界団

体下の企業も活動に大きく関係しており、実際にフォー

ラム活動に関わっている企業の合計数は表1で見えてい

るよりずっと多い。

また、協力団体という区分を設けてはいるが、実際上

はメンバー間の資格等に一切差を設けていない。表1中

に（社）や（財）、また（株）といった団体・企業の性

格に関する記載をせず、順序は5 0音順としているのも、

団体・企業の性格による区分・順列付けはしないという

ポリシーによるものである。

国際的な知的財産保護促進を目指すという目的オリエ

ンティッドな団体がフォーラムであり、立派なメンバー

リストがその目的ではないのである。

3. 組織構成・運営手法

次に、そのようなメンバーで構成されるフォーラムが、

どのような組織構成をとり、どのように運営されている

のかについて説明する。

3－1 組織

まず、メンバー全体の意志決定機関として総会を置い

ている。総会は何らかの重要なターニングポイントをと

らえての開催であるが、結果、これまで年1～2回程の

ペースで開催されている。

全メンバー対象の総会だけでは機動的な議論はできな

いので、フォーラム全体をステアリングするコミッティ

として、企画委員会を置いている。これは必要に応じ随

時召集され実質的な議論を展開しており、これまでフォ

ーラムの重要な全体戦略を決定してきている。フォーラ

ムでは個々の活動を「プロジェクト」と呼んでいるが、

どういうタスクを持ったプロジェクトを設置するかとい

うフォーラムの活動戦略の根幹は、企画委員会で議論さ

れ設計されている。

これら総会・企画委員会の議論を、ロジ的な側面で運

営していくのはもちろん、サブ的な事項についてもこれ

を調整し原案を作成していくのは事務局のワークであ

る。企画委員会の議長は現在事務局である発明協会がこ

れを担当している。

3－2 座長

総会の議長役も含めたフォーラム全体のトップには、

メンバーの中でも保護されるべき知的財産権の直接のラ

イトホルダーである民間企業の代表的関係者がこれに就

いてきた。すなわち、初代座長には松下電器産業代表取

締役会長の森下洋一座長、現在は日本自動車工業会会長

及び本田技研工業代表取締役の宗国旨英座長と※、エレ

クトロニクス業界と自動車業界という我が国重要産業の

代表的存在がこれを務めてきているのである。

（※：就任当時）

座長は肩書きだけの名誉職ではない。総会の議長を務

めるのは無論のこと、両座長とも、後で述べる中国ミッ

ションでは団長として記録的規模の官民合同代表団を率

い、中国側との折衝の最前線に立ったのである。

写真1 - 1：

挨拶を述べる森下座長

写真1 - 2：

就任の抱負を述べる宗国座長

（平成1 6年2月の座長交代時の総会にて）
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3－3 活動形態

上記のように、フォーラムの常設組織はシンプルであ

る。個別のタスク遂行のためには、そのための活動を行

うプロジェクトをそれぞれ設置する。見栄えのする組織

図を作ることがフォーラムの目的ではなく、無駄の無い、

合目的・機能重視の運営手法をとっている。

どういうタスクを持ったプロジェクトを設けるかは企

画委員会で練り上げる。その結果生まれた各プロジェク

トの運営は、ボランタリーに名乗りを上げたプロジェク

ト幹事がこれを遂行する。各プロジェクトの参加メンバ

ーは、フォーラムメンバーの中から希望者を募って構成

される。

ここで、フォーラムの大きな特徴として、その財源が

ある。多いのではなくその逆で、フォーラムには財源が

一切ない。ここまでの巨大な団体で財源ゼロというのも

意外に思われるだろうがこれに嘘はなく、会費も入会金

も無料である。

上で、幹事はボランタリーと申し上げたが、幹事のみ

ならず活動費はすべてボランタリーベース、手弁当の原

則で賄われており、政府からの援助も、一部の例外（後

述）はあるが、まさにゼロである。事務局にも収入・補

助は一切無く、総会、企画委員会等の運営もすべてボラ

ンティアで行っている。

各プロジェクトはその参加メンバーが応分の負担を行

い活動を遂行する。その中で、各プロジェクト幹事の貢

献は大変大きく、プロジェクト幹事の活躍無くしてはフ

ォーラム活動は前進しない。

4. これまでの主な活動

4－1 全体的な活動対象

次に、フォーラムがこれまでどのような活動を行って

きたかについて述べたい。

まず、そもそも全体として、フォーラムは何を対象に

活動を行っているかについて簡単に述べる。

名は体を表すと言うが、フォーラムの目指すところは

国際的な知的財産の保護である。国際的と言うとおり、

その対象とする地域は世界中であり、我が国内も例外で

はない。そして対象とする内容についても、模倣品・海

賊版に対するエンフォースメントはその関心事項のワン

オブゼムであって、知的財産保護にかかる全般、例えば

知的財産権の適切な付与や、知的財産を尊重する文化の

啓蒙も重要関心事項である。

4－2 中国ミッション

さて、フォーラムのこれまでの活動について述べると

すれば、その中で最大のトピックスはやはり中国ミッシ

ョン、正式名称「知的財産保護官民合同訪中代表団」で

あろう。

オールジャパンの官民合同、百人級のビッグミッション

が中国各地を訪問というものであり、知財保護問題専門の

団体でこれだけの規模のミッションを派遣したというの

は、少なくとも筆者の知る範囲では、諸外国にも例がない

と思う。

（1）第1回中国ミッション

第1回中国ミッション、すなわち知的財産保護官民合

同訪中代表団は、平成1 4年1 2月1日から7日にかけて、

森下座長を団長として北京中央政府を、そしてさらに浙

江省・広東省の地方政府をと、中国を縦断した。しかも

このミッションは、ミッションそれ自身に加え日中知的

財産保護交流セミナーとも一体化し、中国の知的財産政

策及びエンフォースメントに関係する中央・地方の各政

府機関への要請と、エンフォースメント担当職員に対す

るセミナーとの両輪を通じて、率直かつ友好的な対話を

実施したというものである。電気電子、自動車、ソフト

ウェア、化学等々の幅広い各業界のフォーラムメンバー

がこれに参加した。

先にも述べたようにフォーラムの活動は国際的な知的

財産保護の促進のためであり、模倣品・海賊版問題にお

ける中国バッシングが目的ではない。参加したフォーラ

ムメンバーも、中国における知財保護は中国消費者の利

益に繋がるものという視点で問題を捉えており、「知的

財産保護」官民合同訪中代表団というミッション名称に

もそれがあらわされている。そしてこのミッションにお

いては中国側の各機関からも、知的財産権侵害問題は将

来的に中国自身の信用喪失というダメージに繋がる問題

であるとの認識のもと、日本側から行われた情報を注視

しつつ、日中両国で協力して解決に取り組みたいとの意

欲が示された。

ここで、先にフォーラム活動費はすべてボランタリー
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定している知財侵害案件の量刑基準が明示された他、処

罰についての基準も加えられている。）

（3）フォーラムからの要請の内容

では、この二度のミッションではどのような事項が中

国側に要請されたのであろうか。

ここで、フォーラムは加盟メンバーの活動を吸い上げ

一本化してしまうことを狙ってはおらず、逆に各メンバ

ー自身の活動レベルがより高まることを目指している。

つまり、まずフォーラムとしての意見・見解が先にある

のではなく、フォーラムの声はまさにフォーラムという

その名のとおりに、活動的なメンバーからの意見・ニー

ズが集約され、我が国民間のワンボイスとされたもので

ある。これを発信していくことがフォーラムの重要な役

割の一つであり、ミッションでの中国政府への要請はま

さにその典型である。

よって、フォーラムから発信された各種要請事項は我

が国民間のニーズの集大成である。それをまとめるには

先に述べた幹事の尽力を始めとして大変な労力が投入さ

れており、その内容は多岐に渡り分量も多い。

なのでここでは、そのごく一部をピックアップしてご

紹介する。短くまとめた故、完全・正確な記述ではない

ことはお許し願いたい。その雰囲気を掴んでいただけれ

ば幸いである。

また実は、中国政府に要請を行う前から（結果的には

第1回中国ミッションと同時の完成となったが）、フォ

ーラムでは一つのプロジェクトとして我が国政府への提

言に取り組み、中国をはじめとした東アジア地域の問題

について平成1 4年の1 2月に「アジア諸国・地域の知的

財産権問題への対応に関する提言」を完成させている。

その後、我が国政府に対し国際的な知的財産保護への

行動を提言するのと、外国政府に対し要請を行うのとで

その内容は重なることから、フォーラムとしての活動を

ワンボイスにする見地からもこのプロジェクトは現在は

中国での知的財産保護を扱うプロジェクトと一本化され

ているが、ここでは2回の中国ミッションでの要請に加

えその提言もご紹介する。

なお、以下の各要請の間での内容の違いは、日本側の

関心事項のブレではない。各要請は一過性のものではな

くそのフォローアップを行い検討を積み重ねてきてお

り、第2回中国ミッションではターゲットがかなり具体

的に絞られてきたものとなったのはその成果である。

また先にも述べたが、フォーラムメンバーの関心は知

的財産権のエンフォースメントだけにとどまらず、もっ

と広い意味での知財保護促進を目指しているということ

も以下をご覧になればお分かり頂けると思う。

①「アジア諸国・地域の知的財産権問題への対応に関す

る提言」（平成1 4年1 2月）

中国政府に対応を求めたい事項

イ）取締り・制裁措置・被害者救済措置の適正化

ロ）権利付与の迅速化・適正化と保護対象の拡大

ハ）模倣品・海賊版の中国国外流出に対する水際措置等

の強化

ニ）技術移転に関する規制緩和

ホ）トレードシークレットの保護強化

ヘ）標準規格制度の是正

日本政府に対応を求めたい事項

イ）水際措置・原産地の不当表示取締り

ロ）知的財産を尊重する文化の普及啓発

②第1回中国ミッション（平成1 4年1 2月）

イ）模倣品・海賊版取締の一層の強化

侵害者に対する取締を一層強化し、厳格な措置を科

す。とくに再犯者等悪質な業者に対し、刑事訴追の

着実な実施、事業者免許・営業免許の取消などの手

段も活用。

ロ）地方政府への指導・監督の徹底

地方保護主義による取締への制約、各地方間での運

用・判断の不統一、関係機関の連携の不足といった

問題に対して指導や監督を徹底。

ハ）司法制度の充実

知的財産を取り扱う法律専門家が不足しており、育

成に努めるとともに、専門的知見ある裁判官の多い

北京・上海・広州といった人民法院で知的財産訴訟

を提起できるよう裁判管轄を拡大。

③第2回中国ミッション（平成1 6年5月）

イ）再犯者対策の強化を通じた抑止効果の向上

刑事手続関係

・担当行政部が積極的に刑事告発
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